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広島大学は、理念５原則（「平和を希求する精神」、「新たなる知の創造」、「豊かな人

間性を培う教育」、「地域社会・国際社会との共存」、「絶えざる自己変革」）を掲げ、「世

界トップレベルの特色ある総合研究大学」という到達目標に向かって「広島大学の長期

ビジョン」に則った政策を進めており、国際的に上位にランクされる総合研究大学の実

現に向けバランスのとれた発展に努めている。

業務運営については、今後 10 年から 15 年後の広島大学像を描き出し、目指すべき方

向を提示した長期ビジョンを策定し公表している。また、第２期中期目標期間で適切か

つ効率的な人件費管理を行うため、教員の人員配分の基本方針を策定し、各部局の人件

費管理を員数方式から金額方式（ポイント制）へ見直しを行っている。

財務内容については、四半期ごとの財務分析や収入支出見込額の把握に基づき、部局

間貸借制度を引き続き活用し、留学生宿舎等の整備に重点的に投資して、学生支援の充

実を図っている。

自己点検・評価及び情報提供については、目標管理・人事評価制度に係るアンケート

結果から、組織目標の達成や業務改善等の項目について取組の効果が現れている。

教育研究等の質の向上については、教員の発達段階に応じた全学ファカルティ・ディ

ベロップメント（FD）活動計画を策定し、具体的改善に取り組んでいる。また、「教養

教育改革の方向性について」の取りまとめと平和に関する授業科目群の具体化、教育開

発のためのアフリカ・アジア大学間対話事業等に取り組んでいる。この他、東アジア地

域との国際産学連携の強化のため、タイ科学技術省(NSTDA)やチェラロンコン大学（タ

イ）との技術移転の加速に向けた取組を行っている。

①運営体制の改善、②教育研究組織の見直し、③人事の適正化、

④事務等の効率化・合理化

平成 21 年度の実績のうち、下記の事項が される。

○ 今後 10 年から 15 年後の広島大学像を描き出し、目指すべき方向を提示した長期ビ

ジョンを策定し公表している。

○ 学長裁量経費の配分は、透明性の確保の観点から、情報共有システム「いろは」で

公表するとともに、執行状況及び配分効果に関して役員及び部局長等が評価を行い、

その結果を学内に公開している。

○ 全学で教員評価を実施し、その結果を平成 21 年 12 月の勤勉手当及び平成 22 年１月
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の昇給から反映している。

○ 個性ある研究、特色とすべき研究分野の洗い出し等を行い、「広島大学学術研究推進

戦略（中間まとめ）」を取りまとめ、学内研究テーマへの戦略的投資に関わる調査に活

用している。

○ 第２期中期目標期間で全学的視点に立った適切かつ効率的な人件費管理を行うため、

教員の人員配分の基本方針を策定し、各部局の人件費管理を員数方式からポイント制

へ見直しを行っている。

○ 経営協議会の審議内容は、大学のウェブサイトに議事録を掲載することにより社会

に広く公表している。

○ 経営協議会から出された法人運営に関する意見（学長定例記者会見の実施等）につ

いて、その取組事例をウェブサイトで公表している。

○ 女性教員を対象に、助教から准教授へのポストアップ分等を学長裁量人件費枠で措

置するほか、学童保育の試行等、仕事と育児等の両立支援に取り組んでいる。

（理由） 年度計画の記載 29 事項すべてが「年度計画を十分に実施している」と認め

られ、上記の状況等を総合的に勘案したことによる。

①外部研究資金その他の自己収入の増加、②経費の抑制、

③資産の運用管理の改善

平成 21 年度の実績のうち、下記の事項が される。

○ 四半期ごとの財務分析や収入支出見込額の把握に基づき、部局間貸借制度を引き続

き活用し、緊要な事業である留学生宿舎整備及び図書館や附属学校の教育環境改善整

備等へ重点的に投資して、学生支援の充実を図っている。

○ 戦略的な競争的資金獲得のため、学長直属の組織として競争的資金獲得戦略室を設

置しており、資金獲得に向けた今後の展開が期待される。

○ 電気供給契約の単年度随意契約から複数年一般競争入札化、複写機の賃貸借契約の

調達区分の見直しによる調達業務の負担軽減と契約金額の低減化、昇降機保全業務・

防災設備保全業務等の複数年契約化に取り組み、経費削減を図っている。

○ 広島大学基金の促進を図り、１億 6,800 万円の寄附申し出につなげるとともに、資

金運用を積極的に行うなどの取組により、学生の奨学金や学部生の海外派遣支援に活

用することとしている。

○ 中期計画における総人件費改革を踏まえた人件費削減目標の達成に向けて、着実に

人件費削減が行われている。今後とも中期目標・中期計画の達成に向け、教育研究の

質を確保しつつ、人件費削減の取組を行うことが期待される。

○ 平成 20 年度評価結果において評価委員会が課題として指摘した、大学が設定したエ
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ネルギー削減目標（対前年度比１％減）が達成できておらず、対前年度比約 1.7 ％増

となっていたことについては、全学に周知徹底した啓発活動と実績管理の取組の実施

や設備更新、建物断熱化の推進等により、平成 21 年度のエネルギー使用量は対前年度

比約 2.5 ％減となるなど、指摘に対する取組が行われている。

（理由） 年度計画の記載 11 事項すべてが「年度計画を十分に実施している」と認め

られ、上記の状況等を総合的に勘案したことによる。

①評価の充実、②情報公開等の推進

平成 21 年度の実績のうち、下記の事項が される。

○ 目標管理機能の定着の検証を目的とした目標管理・人事評価制度に係るアンケート

の結果、組織目標の達成、業務改善等の項目が、平成 20 年度よりも改善されてきてい

るなど、取組が有効に機能してきている。

○ 国際化への取組状況等を自己点検・評価し、経営協議会の学外委員の評価を受けて

改善に活かす部局の組織評価を継続的に実施し、部局の PDCA サイクルの定着に向け

て取り組んでいる。

○ 大学の重要なステークホルダーである学生に対して、財務情報の提供・説明の場と

して、学内のカフェで対話形式で説明会を実施するファイナンスカフェを開催してい

る。

（理由） 年度計画の記載８事項すべてが「年度計画を十分に実施している」と認め

られ、上記の状況等を総合的に勘案したことによる。
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のエネルギー消費状況は、電気・ガス・重油の各エネルギーを原油換算したエネルギ

ー原単位で対前年度比約 2.5 ％の削減、CO2 排出量は対前年度比約 3.6 ％の削減となっ

ている。

○ 研究費不正使用防止に向けたさらなる取組みの強化を図るため、第一次行動計画の

内容を見直し、ルールの明確化、研修、浸透度調査、モニタリング等を含めた第二次

行動計画を策定している。

（理由） 年度計画の記載 17 事項すべてが「年度計画を十分に実施している」と認め

られ、上記の状況等を総合的に勘案したことによる。

評価委員会が平成 21 年度の外形的進捗状況について確認した結果、下記の事項が

される。

○ 「教養教育改革の方向性について」を取りまとめ、平和に関する授業科目群の新設

と選択必修化へ向けた具体案を示している。

○ 学生が自ら学位取得の基準に照らして進捗状況を確認でき、指導教員は学生の指導、

プロセス管理を行うことが容易にできるように、学位授与に係る学位審査基準を公表

している。

○ 大学院博士課程前期・後期における大学院共通のキャリア教育科目として、人文社

会系キャリアデザイン、理工系キャリアパスセミナー等を試行し、キャリアを考える

動機付けを行っている。

○ 各学部・研究科の FD 活動の実施状況調査を行い、体系的な FD 活動実施要綱を策

定するとともに、教員の発達段階に応じた全学 FD 活動計画を策定し、具体的改善に

取り組んでいる。

○ 研究活動の推進を図るため、重点的な育成を図るべき大型研究プロジェクトや萌芽

的研究を行う若手研究者等に対し、広島大学研究支援金、藤井研究助成基金等を活用

して財政的な支援を行っている。

○ 地元自治体や企業との産学連携・地域連携活動を推進・強化するため、包括協定を

締結している団体から３人の客員研究員を受け入れるとともに、派遣元の団体と連携

してマッチングイベント等を実施している。

○ 教育開発のためのアフリカ・アジア大学間対話事業に取り組み、アフリカ諸国から

17 大学、アジア諸国から 10 大学の参加を得て、設立総会を開催し、今後の共同研究

等の検討を開始している。

○ ニューヨーク、バンコク及びジュネーブに拠点及び産学官連携コーディネーターを

配置し、国際産学官連携活動を展開するとともに、東アジア地域との強化のため、タ

イ科学技術省(NSTDA)との覚書の締結、チェラロンコン大学（タイ）とジョイントセ
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ミナーの開催等、技術移転の加速及び実績増加に向けた取組を行っている。

○ ブラジル（サンパウロ市）、中国（上海市）、ベトナム（ホーチミン市）に教育研究

拠点としてのセンターを設置し、優秀な留学生の受入れや研究交流の推進・強化を図

っている。

○ 東広島キャンパスにおいて、学部・研究科、国籍等の枠を越えて学生が交流する場

を提供し、新しい学生支援体制を構築するため、学生プラザを整備している。

○ 広島市立図書館との相互貸借を本格実施するとともに、これまで検討していた双方

の職員の研修派遣を実施している。

○ 附属学校では、附属学校担当副理事に加え、附属学校担当副学長職を新設し、大学

と附属学校との連携協議を充実している。また、「教育室運営会議」及び毎週開催され

る「教育室企画会議」において、附属学校の運営等に関する協議を行っている。

○ 放射光科学研究センターでは、研究者コミュニティに開かれた運営体制を整備し、

大学の枠を越えた全国共同利用を実施している。

放射光の偏光特性を活用する高分解能光電子分光システムを共同利用に供し、直線

偏光依存性を活用した実験が 10 件（国外２件、国内８件）行われている。また、先端

学術研究人材養成事業により、外国人研究者及び若手外国人研究者を招へいし、シン

ポジウム、講義、共同研究等、国際レベルの研究環境を醸成している。

○ 初期・後期臨床研修医については、研修医セミナーやハワイ大学と連携したセミナ

ーの開催、病院見学会・医局説明会を実施するなど、中国地区の大学や関連病院とも

連携を図りながら、豊富なプログラムの提供に努めている。診療では、緊急被ばく医

療推進センターを中心に、講習会や防災訓練の講師派遣等、緊急被ばく医療の体制確

立に成果を上げている。

今後、新生児集中治療室(NICU)や継続保育室(GCU)の増床等、周産期医療の充実

も図りながら、中核的医療機関として使命・役割を担うためのさらなる取組が期待さ

れる。

○ 大学院医歯薬学総合研究科、原爆放射線医科学研究所等の探索医療等につながる臨

床研究の実施計画書（プロトコル）のコンサルテーションの実施（病院 77 件、医学部

保健学科５件）や治験コーディネーター(CRC)を新たに１名増員するなど、探索医療

体制を推進している。

○ 病床管理担当看護師の調整の下に、原則として「全床共通病床管理」及び午前退院

・午後入院の周知・徹底を継続して、94.2%の高い病床稼働率を維持している。

○ 都道府県がん診療連携拠点病院として、外来における緩和ケア機能を拡充し、緩和

ケア外来の診療を開始しており、がん診療における医療体制の充実に努めている。



- 6 -

○ 後発医薬品の採用を推進しており、後発造影剤への切り替えや採用医薬品の規格変

更等により、年間約１億 2,000 万円の経費削減を図っている。

○ 勤務の実情に即して、診療付加手当の新設、また、クリニカルスタッフ制度（医師

又は歯科医師の免許を有する大学院生の雇用に関する制度）を導入して、教育的配慮

の下に病院の診療業務に従事した場合に給与を支給するなど、医師等の処遇改善を図

っている。

○ 「レジデント（研修医）ハウス」建設に向けて、病院施設整備工事に着手しており、

療養環境の整備に努めている。



 

国立大学法人広島大学                      大学番号：６９   

 

申立ての内容 申立てへの対応 

【評価項目】 

１ 全体評価 

 
【原文】 

一方、年度計画に掲げている競争的外部

資金獲得プロジェクトを通した申請件数が

増加していないことから、着実な取組が求

められる。 

 
【申立内容】 

削除願いたい。 

 

【理由】 

この評価は、年度計画【70】①「全学的

協力の下、競争的外部資金獲得プロジェク

トを通した申請件数の増加を目指す。」に

対し、平成 20 年度から平成 21 年度にかけ

て、競争的外部資金の申請件数が増加して

いなかったことから受けたものであるが、

科学研究費補助金の制度改正という外的要

因が生じていることから、単純に前年度の

申請件数との比較によって評価を行うこと

は、適当ではないと思われる。 
また、もともと本項目は【科学研究費補

助金、受託研究、奨学寄附金等外部資金増

加に関する具体的方策】に係わる計画であ

り、この度の評価結果(原案)にもあるよう

に、「部局アンケート等による取組状況の

把握と対策、助言制度の継続的実施等に取

り組み、高い申請率を維持」した結果、科

学研究費補助金、受託研究、奨学寄附金等

の外部資金獲得額は、平成 20 年度約 7,658
百万円から平成 21 年度約 7,686 百万円へと

約 28 百万円増加している。 
 
以上のことから、この表記について削除

することを要望するものである。 

【対応】 

 意見のとおりとする。 

 

【理由】 

競争的外部資金獲得プロジェクトを通し

た申請件数は増加していないものの、申立

理由を勘案したもの。 

なお、研究者への過度の集中及び不合理

な重複とならないよう科学研究費補助金の

制度改正が行われた趣旨に留意して、引き

続き取組を行うことが期待される。 

 

 



 

国立大学法人広島大学                      大学番号：６９   

 

申立ての内容 申立てへの対応 

【評価項目】 

２ 項目別評価 
 （２）財務内容の改善に関する目標 

 
【原文】 

平成21 年度の実績のうち、下記の事項に

課題がある。 

（法人による自己評価と評価委員会の評価

が異なる事項） 

○ 「全学的協力の下、競争的外部資金獲得

プロジェクトを通した申請件数の増加を目

指す」（実績報告書34頁・年度計画【70】

①）について、部局アンケート等による取

組状況の把握と対策、助言制度の継続実施

等に取り組み、高い申請率を維持している

ものの、平成20 年度から平成21 年度にか

けて、競争的外部資金の申請件数が増加し

ていないことから、年度計画を十分には実

施していないものと認められる。 
 
【申立内容】 

削除願いたい。 

 

【理由】 

「平成 20 年度から平成 21 年度にかけ

て、競争的外部資金の申請件数が増加して

いない」ことに関し、科学研究費補助金の

制度改正という外的要因が生じていること

から、単純に前年度の申請件数との比較に

よって評価を行うことは、適当ではないと

思われる。 

また、もともと本項目は【科学研究費補

助金、受託研究、奨学寄附金等外部資金増

加に関する具体的方策】に係わる計画であ

り、この度の評価結果(原案)にもあるよう

に、「部局アンケート等による取組状況の

把握と対策、助言制度の継続的実施等に取

【対応】 

 意見のとおりとする。 

 

【理由】 

 前述のとおり。 

 

 

 以上の修正に基づき、「財務内容の改善

に関する目標」の評定を下記のとおり修正

する。 

 

『【評定】 中期目標・中期計画の達成に

向けて順調に進んでいる        

 （理由） 年度計画の記載11事項すべて

が「年度計画を十分に実施している」と認

められ、上記の状況等を総合的に勘案した

ことによる。』 



 

り組み、高い申請率を維持」した結果、科

学研究費補助金、受託研究、奨学寄附金等

の外部資金獲得額は、平成 20 年度約 7,658
百万円から平成 21 年度約 7,686 百万円へと

約 28 百万円増加している。 
 
以上のことから、この表記について削除

することを要望するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

国立大学法人広島大学                      大学番号：６９   

 

申立ての内容 申立てへの対応 

【評価項目】 

２ 項目別評価 
 （２）財務内容の改善に関する目標 

 
【原文】 

【評定】中期目標・中期計画の達成に向け

ておおむね順調に進んでいる 

（理由） 年度計画の記載11事項のうち10

事項が「年度計画を十分に実施している」

と認められるが、１事項について「年度計

画を十分には実施していない」と認められ、

上記の状況等を総合的に勘案したことによ

る。 

 

【申立内容】 

【修正文案】の通り変更願いたい。 

 

【修正文案】 

【評定】中期目標・中期計画の達成に向け

て順調に進んでいる 

（理由） 年度計画の記載11事項すべてが「

年度計画を十分に実施している」と認めら

れ、上記の状況等を総合的に勘案したこと

による。 

 
【理由】 

この評定は、年度計画【70】①「全学的

協力の下、競争的外部資金獲得プロジェク

トを通した申請件数の増加を目指す。」が

年度計画を十分には実施していないと評価

されたことから受けたものであるが、科学

研究費補助金の制度改正という外的要因が

生じていることから、単純に前年度の申請

件数との比較によって評価を行うことは、

適当ではないと思われる。 
また、もともと本項目は【科学研究費補

助金、受託研究、奨学寄附金等外部資金増

 

前述のとおり対応。 



 

加に関する具体的方策】に係わる計画であ

り、この度の評価結果(原案)にもあるよう

に、その方策として「部局アンケート等に

よる取組状況の把握と対策、助言制度の継

続的実施等に取り組み、高い申請率を維持」

した結果、科学研究費補助金、受託研究、

奨学寄附金等の外部資金獲得額は、平成 20
年度約7,658百万円から平成21年度約7,686
百万円へと約 28 百万円増加している。 

 
以上のことを総合的に勘案し、年度計画

【70】①を十分に実施しているものと判断

することができることから、【修正文案】

の通り変更を要望するものである。 
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